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新規開業者の事業継続意欲：『就業構造基本調査』匿名ミクロデータによる実証分析  
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要旨（日本語）：  

 経済活力を高めるためには、新規開業の促進だけでなく、どのような企業が存続・廃

業するのか、またどのような創業者が事業を継続する意思（あるいは廃業・退出の希望）

を持つのかを明らかにしなければならない。しかし、企業家の退出の要因に関する研究

は少なく、新規開業企業の創業者の事業継続意欲、あるいは廃業・退出の希望に関する

分析は、おそらくデータの制約のために、ほとんど行われていない。そこで本稿は、総

務省「就業構造基本調査」の匿名個票データを用いて、開業から５年半未満の自営業者

を対象として、事業継続を希望する要因を計量的に明らかにする。また、退出希望を転

職（雇用者化）希望と引退（非労働力化）希望に分け、多項プロビット分析により、両

者の要因の違いを識別する。  

 分析の結果、１）事業継続意欲は学歴の高い自営業者において相対的に高く、その傾

向は事業収益を一定としてもあまり変わらないこと、２）事業継続意欲は非正規雇用か

ら開業した自営業者において正規雇用出身者より低く、その傾向は事業収益を一定とし

てもあまり変わらないこと、３）60 歳以上の高年齢層と若年層の女性において事業継

続意欲が低いこと、４）女性は男性より事業継続意欲が低く、特に未就学児をもつ女性

は雇用者への転職志向が強いことが明らかにされた。また、新規自営業者の事業継続意

欲の決定要因は、他のいくつかの点でも男女で異なることが示された。しかしおそらく、

最も重要な発見のひとつは、日本の新規開業者の９割以上が事業の継続を望んでいると

いうことである。  
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1 はじめに 

 日本の新規開業は 1990 年代初めから低迷しているが、廃業は高止まりし、企業の開

業率が廃業率を下回る状況が長く続いている（中小企業庁 2007）。企業経営者の高齢化

も人口の高齢化を上回るペースで進行し（中小企業庁 2004） 1

 開業率を高めるのも重要であるが、新しい企業が生まれても、すぐにまた廃業するよ

うでは、経済の活性化には繋がらない。単に多くの新規開業企業を生み出すというだけ

ではなく、存続できる企業を多く生み出し、事業を継続・発展させる企業家を多く育て

ることも重要である。そのためには、どのような企業が存続・廃業するのか、またどの

ような創業者が事業を継続する意思（あるいは廃業・退出したいという希望）を持つの

かを明らかにしなければならない。存続企業の中に、経営者が廃業を希望する企業や、

廃業したくてもすぐにできない企業が含まれる場合、単純に存続と廃業を比較分析する

と、両者の差が過小評価される可能性があるからである。  

、経済活力の低下が懸念

されている。そのため、1990 年代後半からさまざまな開業支援政策が実施されている

が、まだ十分に効果を挙げているとは言えない。  

 また、廃業は自発的廃業と非自発的廃業に区分されるが（Headd 2003, Bates 2005）、

自発的廃業も一様ではなく、経営者は廃業後に別の企業で雇用されることもあるし、引

退する（非労働力化）することもある。そのような多様性を考慮してこそ、企業のダイ

ナミクスを理解し、政策立案に役立てることができる。  

 これまで、多くの先行研究によって、企業の存続ないし廃業（退出）の要因が明らか

にされた。しかし、企業家の退出の要因に関する研究は少なく、新規開業企業の創業者

の事業継続意欲、あるいは廃業・退出の希望に関する分析は、おそらくデータの制約の

ために、ほとんど行われていない。そこで筆者は、総務省「就業構造基本調査」の３回

分の匿名個票データを用いて、どのような新規開業者が事業を続けたいと思っているの

か、あるいは辞めてどうしたいと思っているのかを計量分析によって明らかにする。  

 企業の退出と企業家の退出は同じではない。企業家が事業を売却、あるいは後継者に

承継すれば、企業家が退出（転職・引退）しても企業は継続する。本稿は企業・事業所

でなく自営業者のデータを用い、企業の存続・廃業ではなく企業家の事業継続と退出の

意向に注目する。  

 本稿の構成は以下の通りである。まず次節では企業の存続・廃業と企業家の退出に関

する先行研究の流れを整理し、本研究の独自の貢献を明らかにする。第３節では分析の

基本的なモデルと仮説、変数を説明する。第４節で分析に用いるデータと変数の基本統

計量を紹介する。第５節で分析結果について議論し、第６節で本稿を締めくくる。  

                                                      
1 中小企業庁（2004）によれば（総務省「就業構造基本調査」再編加工集計；2-3-1 図）、60
歳以上の自営業主の比率は 1979 年の 23%から 2002 年には 43%まで増加した。雇用者にお

ける 60 歳以上の比率は 2002 年の時点で 10%未満である。  
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2 先行研究 

 企業の存続・退出の要因に関する実証研究は、これまで多数行われてきた。新規開業

企業の存続要因についても、創業者の人的資本（学歴）の効果に注目する Bates (1990)，

開業規模の効果を検証した Mata and Portugal (1994)や Honjo (2000)、産業集積の効果に

関する Okamuro (2008)など、いくつかの分析が行われている。鈴木（2007）は、国民生

活金融公庫（当時）の融資先企業のパネル調査に基づいて、新規開業企業のうち開業５

年目までに廃業した企業には、開業規模が小さい、経営者の年齢が高く斯業経験が乏し

い、開業前に非正規雇用だったことが多い、等の特徴があることを明らかにした。  

 太田（2005）は、総務省「労働力調査」の個票データを用いて自営業の開廃業の長期

的動向を検証し、開業率と廃業率の要因を推定した。その結果、雇用者のいる自営業よ

り雇用者のいない自営業の廃業率が高いこと、30 代前半までの若年層は廃業しやすく

50 代前半〜 60 代前半の中高年層は廃業しにくいことが明らかにされた。ただし、この

研究の対象は内職を含むすべての自営業者であり、新規開業者に限られない。  

 廃業のタイプを区別・対比する研究も少なからず見られる。例えば、Schary (1991)や

Bates (1995)は非自発的廃業（倒産等）と自発的廃業（雇用者、非労働力化）の要因を

区別し、原田 (2006)と Harada (2007)は経済的要因（経済状況の悪化など）と非経済的要

因を区別している。さらに、最近の研究は企業の廃業でなく企業家の退出に注目し、自

発的な退出をいくつかのパターンに区分して（売却、事業承継、清算等）、それらのパ

ターンの選択要因を分析している（Wennberg et al. 2010, DeTienne and Cardon 2012）。  

 これまでの研究はほぼすべて実際の廃業や退出を対象にしており、新規開業者の事業

継続意欲（退出志向）の要因分析は見られない。Battista and Okamuro (2010)は、ニュー

ジーランドの中小企業のオーナー経営者へのアンケート調査に基づいて、５年以内の退

出を予定している経営者の退出パターン（売却、事業承継、清算）の選択要因を分析し

ている。しかし、この研究は、近い将来に退出する意向を表明した経営者のみを分析の

対象にしており、事業継続か退出かの意思決定を考慮していない。本庄・安田（2005）

は、事業承継に関するアンケート調査のデータを用いて、どのような創業者が「自分の

代で事業をやめたい」と考えているかを分析しているが、対象は将来の事業承継か廃業

かという選択であり、現在、事業を継続するか廃業するかという意思決定ではない。  

 しかし、前述のように、存続・成長する可能性の高い企業の開業を促進し、そのよう

な企業を支援することが重要であるなら、実際に廃業した人や企業の特徴をつかむだけ

でなく、廃業・退出したいと思っている企業家の特徴をとらえ、事業を継続する意思の

ある人たちと比較することも重要だろう。そこで筆者は、これまでの研究のギャップを

埋めるべく、公的統計の匿名ミクロデータを利用して、新規開業企業の経営者（新規自

営業者）の事業継続意欲（ないし退出希望）の要因を計量的に分析する。また、自営業
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からの退出を転職（雇用者化）と引退（非労働力化）に区別する。  

 

3 分析の枠組み 

3.1 コンセプトと仮説  

 筆者は、Lucas (1978)や Evans and Jovanovic (1989)、Taylor (1999)らの occupational 

choice モデルに従って、人々が開業することの（期待）効用と雇用されることの（期待）

効用を比較し、前者がより大きければ開業、後者がより大きければ雇用されることを選

択すると考える。ただし、occupational choice モデルは雇用者と自営業者の選択におい

て双方向の円滑な移行を想定しているが、現実にはさまざまな要因が円滑な移行を妨げ、

特に高齢者や女性が雇用者（特に正社員）に戻るのは容易ではない。そこで、ここでは

雇用の（期待）効用に代えて事業退出の（期待）効用を考える。退出の（期待）効用に

は、退出後に残った資産の運用益、再就職から得られる所得、引退後の余暇の価値等が

含まれる（本庄・安田 2005）。  

 また、 Jovanovic (1982)、Ghemawat and Nalebuff (1985)、Gimeno et al. (1997)らの

threshold（閾値）モデルによれば、自営業者は事業からの（期待）利益がある一定水準

（閾値）を下回ったときに、自発的に退出する。この閾値は自営業者の能力が高いほど

高く設定されると考えられる。能力の高い人ほど、他の就業機会における就業の可能性

とそこでの期待所得、つまり自営業を続けることの機会費用が高いからである。  

 事業継続（あるいは退出）の意思決定に影響する要因は多いが、ここでは特に自営業

者の能力（人的資本）、加齢の効果、未就学児を持つ女性の選択に注目して、実証分析

のためにいくつかの仮説を提示する。  

 まず、事業収益をコントロールしない状態では、大学・大学院卒業の、また前職が正

社員である自営業者は、そうでない人より高い事業収益を挙げ、従って事業継続意欲も

高いと予想される。しかし、事業収益をコントロールすると、学歴が高く正社員から開

業した人は、能力が高い分、閾値も高いと考えられるので、事業継続意欲が低く、雇用

者への転職意欲が高い。従って、学歴や職歴の効果が縮小すると考えられる。  

仮説１a：年間事業収益を一定としない場合、学歴の高い新規自営業者は学歴の低い新

規自営業者よりも高い事業継続意欲を示す。  

仮説１b：年間事業収益を一定とすると、学歴の高い新規自営業者と学歴の低い新規自

営業者の事業継続意欲の差は縮小する。  

仮説２a：年間事業収益を一定としない場合、前職が正規雇用（常雇）である新規自営

業者は前職が非正規雇用（臨時・日雇）である新規自営業者よりも高い事業継続意欲を

示す。  

仮説２b：年間事業収益を一定とすると、前職が正規雇用（常雇）である新規自営業者

と前職が非正規雇用（臨時・日雇）である新規自営業者の事業継続意欲の差は縮小する。  
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 次に、開業者の年齢の効果を考える。一般に、高齢化すると他の（雇用者としての）

就業機会が少なくなるので、経営成果（事業収益）を一定とすると、高齢化するほど事

業継続意欲は高いと予想される。しかし他方で、高齢化するほど体力・健康の面から引

退の意欲も高まる（継続意欲が低下する）とも考えられる。どちらの効果がより強いか

は実証分析の課題である。ここから、次の仮説を提示する。  

仮説３：年間事業収益を一定とすると、新規自営業者が高齢であるほど事業継続に対し

て転職の意欲は低い一方、引退の意欲は高い。その結果、事業継続意欲が青壮年より高

いか低いかは、両方の効果の大小関係に依存する。  

 Okamuro and Ikeuchi (2012)は、本稿と同じデータを用いて、未就学児をもつ女性の自

営業者の事業収益が、未就学児をもつ男性自営業者・未就学児をもたない女性自営業

者・未就学児をもつ女性雇用者より有意に低いことを示した。筆者はこの結果を、未就

学児をもつ女性が、仕事と育児を両立させるために、労働条件の柔軟な自営業を選択し、

その代償として相対的に低い所得に甘んじていると解釈する（Hundley 2000）。その考

えによれば、新規自営業者のうち未就学児をもつ女性は、未就学児をもつ男性や未就学

児をもたない女性と比べて自営業を継続したいという意欲が高いと予想される。このこ

とは、とくに事業収益をコントロールした場合に明瞭になる。  

仮説４：年間事業収益と一定とすると、新規自営業者のうち未就学児をもつ女性は、そ

の他の新規自営業者より高い事業継続意欲を示す。  

 以上の議論は、自営業者は事業収益が高いほど事業を継続する意欲を高めるという前

提に立つが、事業の売却や譲渡、承継は、事業収益が高いほど行いやすいため（Wennberg 

et al. 2010）、事業収益が高いほど事業継続意欲が低くなる可能性も考えられる。少なく

とも本稿の分析の対象期間（主に 1990 年代）においては、日本ではまだ小規模企業の

事業売却やそれによる第三者への事業承継は少ないため、全体としては事業収益と事業

継続意欲には正の相関が見られると予想されるが、事業継続意欲の要因分析において事

業収益をコントロールすることは、事業の売却や承継という視点からも重要である。  

 

3.2 モデルと変数  

 本稿は、雇用者から自営業者に移行してから５年半未満の新規開業者に注目し、どの

ような自営業者が事業の継続あるいは退出（転職や引退）を意図しているかを、計量的

に明らかにする。被説明変数は新規開業者が事業の継続（自営業者としての存続）を意

図しているかどうかの二値変数であるので、プロビット分析を行う。ただし、退出希望

（事業を続けたくない）の中には転職（雇用者化）と完全な引退（非労働力化）が含ま

れ、両者の決定要因が異なる可能性がある。むしろ、前述のように、自営業者の高年齢

が転職を抑制する一方で引退を促すなど、同じ変数が転職と引退に逆に影響することが

考えられる。そのような可能性を考慮して、どのような自営業者が事業継続・転職・引
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退のどれを選ぶのかを、多項プロビットモデルを用いて推定し、二項プロビット分析の

結果を補完する。なお、ここではこれらの選択肢が互いに独立であり、また序列関係も

ないと想定する。  

 後で述べるように、本稿の分析には総務省「就業構造基本調査」の匿名ミクロデータ

を用いる。この統計の調査票には、現在（調査時点）の主な仕事について、「あなたは

この仕事を今後も続けますか」という質問が設定されている。それに対する回答の選択

肢は、①「この仕事を続けたい」、②「この仕事のほかに別の仕事もしたい」、③「ほか

の仕事に変わりたい」、④「仕事をすっかりやめてしまいたい」の４つであるが、これ

らのうち①と②を合わせて事業継続を希望するものとし、③（転職＝雇用労働化）と④

（引退＝非労働力化）を合わせて退出を希望するものと考えて、事業継続希望のダミー

変数を作成し、プロビット分析の被説明変数として用いる。ただし、③には別の自営業

への転業も含まれるので、別の質問への回答を用いてそれを除外する。さらに、③と④

を独立の選択肢とする三択の変数を作成し、多項プロビット分析の被説明変数として用

いる。  

 説明変数は、主に自営業者の個人・世帯レベルの変数である（学歴、職歴、前職を辞

めた理由、年齢、性別、世帯情報、事業収益）。まず、大学・大学院卒業者を１とし、

それ以外を０とする学歴ダミー変数を、自営業者の能力（人的資本）の代理変数とする

（仮説１a）。これは、自営業者や新規開業者の実証分析においてよく用いられる方法で

ある。次に、自営業者になる前の前職の職位（常雇、臨時・日雇、役員、自営業者）を、

それぞれダミー変数としてモデルに含める（最も比率の高い常雇を比較基準とする）。

これらは学歴と同様に個人の能力の変数と考えることができる（仮説２a）。前職も自営

業者である場合には、企業家がさらに他の企業を開業するserial entrepreneurを識別する

変数となる。また、前職を辞めた理由は開業の動機さらには開業者の意欲に関連するの

で、さまざまな理由を会社都合、自己都合、その他に整理し、最初の２つに対応するダ

ミー変数をモデルに加える（その他の理由を比較基準とする） 2

 年齢の情報は 15-24 歳から 5 歳刻みで最高は 85 歳以上までのカテゴリー変数として

のみ得られるが、開業年齢のひとつのピークが 40 歳代前半にあることから、ここでは

40-44 歳を比較基準として、その他のすべての年齢層のダミー変数をモデルに含める。

ただし、65 歳以上の年齢層をひとつにまとめ、年齢の上限とする。年齢も能力のひと

つの指標とされるが、ここでは主に労働意欲や就業可能性の指標として用いられる。特

に高齢者では再就業の可能性が低くなることが重要な意味を持つ（仮説３）。また、性

別の効果を女性ダミー変数によってコントロールする。  

。  

 世帯構成の変数は、世帯主かどうか（世帯主ダミー）、世帯主の配偶者かどうか（配

                                                      
2 開業の理由のほうが開業者の継続意欲と強く関連するが、それを尋ねているのは３回の調

査のうち１回のみなので、代わりに前職を辞めた理由を用いる。  
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偶者ダミー）、結婚しているかどうか（既婚ダミー）、世帯における未就学児の数である。

事業を続けるか辞めるかの選択は、このような家族の状況にも左右されると考えられる。

特に、女性ダミーと未就学児数の交差項を用いることにより、女性自営業者の事業継続

意欲への育児負担の影響を確認する（仮説４）。  

 年間事業収益（年間売上から必要経費を差し引いたもの）は、事業継続の意思決定の

基本的な要因である。しかし、前述のように個人の事業収益は公開されないので、それ

に代えて事業収益の各階層の中央値を用いる。なお、開業から１年未満の自営業者につ

いては、年間事業収益の実績値でなく見込額が報告されている。  

 事業の変数は開業からの事業継続期間、規模、業種である。事業継続期間は調査票の

設計の特性により、事業開始（自営業者としての開業）から１年半以上２年半未満、２

年半以上３年半未満、３年半以上４年半未満、４年半以上５年半未満の各ダミー変数で

コントロールする 3。事業開始から１年半未満のグループを比較基準とする。事業の規

模は雇用者の有無（雇用ありダミー）、業種の違いは大分類レベルの産業ダミー変数（農

林漁業、建設業、製造業、卸売業、小売業、飲食業、対個人サービス、対事業所サービ

ス、教育サービス）でコントロールする。また、地域の需要・競争と集積の効果を、事

業を東京・大阪・名古屋の三大都市圏で行っているかどうかのダミー変数でコントロー

ルする 4

 計量分析においては、事業収益を含むモデルと含めないモデルを推定し、両者の結果

を比較する。前節で議論したように、モデルに事業収益を含めるかどうかによって、自

営業者の能力（人的資本）の代理変数である学歴（大学・大学院卒業ダミー）や職業経

験（前職の職位ダミー）に関する推定結果の解釈が異なることに注意が必要である（仮

説１a，１b，２a，２b）。  

。さらに、調査時期の影響を除去するために、調査年次ダミーを加える。1992

年を比較基準とする。  

 また、筆者らの別の論文（Okamuro and Ikeuchi 2012）で、同じデータソースとサンプ

ルを用いて、新規自営業者の学歴や前職等の能力変数が事業収益に影響することが明ら

かになっている。その結果と併せて、事業収益を含むモデルと含めないモデルの結果を

比較することにより、新規自営業者の学歴や前職等の能力変数の事業継続意欲への直接

効果と事業収益を介した間接効果を識別することができる。事業収益を含むモデルにお

いて、それを含めないモデルと比べて能力変数の係数が小さくなり、その有意水準や限

界効果が低下すれば、開業者の能力の効果が事業収益によって mediate されたというこ

とになる（Baron and Kenny 1986）。その分が間接効果、残りが直接効果である。  
                                                      
3 過去の研究から（中小企業庁 2002）、企業の退出率は業歴が短いほど高く、開業から５年

を過ぎると退出が少なくなることが確認されているので、調査票の質問方法を考慮して、

本稿の分析対象を開業から５年半までの自営業者とする。  
4 後述の通り、匿名個票データでは世帯が特定されないように住所の情報がほぼ完全に削除

されている。唯一の地域情報が、三大都市圏に居住するかどうかである。  
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 仕事を続けるかどうかの意思決定に家族の状況がどのように影響するかは、男性と女

性で大きく異なる可能性がある。学歴や年齢等の効果も男女で異なるかもしれない。そ

れを確認するために、男性と女性のサブサンプルについてそれぞれ分析を行い、結果を

比較する。  

 

4 データとサンプル 

4.1 データソース  

 本稿の分析は、総務省『就業構造基本調査』の匿名個票データに基づく。平成 4（1992）

年、平成 9（1997）年、平成 14（2002）年の 3 回の調査のデータを用いる。この指定統

計調査は、全国の約 43 万〜 44 万世帯の 15 才以上の世帯員 100 万人強を対象とするサ

ンプル調査として、5 年ごとに実施される。調査対象として抽出される地区と世帯は毎

回替わるので、パネルデータを構築することは不可能である。  

 2007 年の統計法改正によって、2009 年度から、この統計を含むいくつかの公的統計

調査の匿名化された個票（ミクロ）データが、学術研究・教育目的のために提供される

ようになった。その窓口が、一橋大学経済研究所社会科学統計情報研究センターに設置

されている。2012 年 9 月現在、「就業構造基本調査」の個票データのうち、上記の３回

の調査データのみが提供されている。ただし、統計個票全体の 80%を抽出し、識別の容

易な世帯（世帯人数８人以上や同一年齢の子供が３人以上いる世帯）を除外することに

よって、サンプルサイズが各調査年次について 80 万人ほどに制限されている。さらに、

個別世帯の識別をより困難にするために、地域情報は提供されず（東京、大阪、名古屋

の３大都市圏に居住するかどうかの区別のみ可能）、調査対象者の年齢も具体的数値で

なく、前述の通りカテゴリー（階層）変数としてのみ提供される。  

 本稿の分析は、主として雇用者から自営業者に変わった人のうち、開業から５年６ヶ

月未満の自営業者を対象とする。まず、就業者（「ふだん仕事をしている人」）のうち「自

営業主」を抽出する。「自営業主の手伝い」（家族従業者）と「家庭で内職」（内職者）

は自営業者に含めない。また、「会社・団体の役員」には、既存企業の従業員から役員

に昇進した人も多く含まれ、非営利団体の役員も含まれることから、これも分析対象か

ら除く。新規開業企業には会社として設立されるものも多く、その場合には開業者は法

人役員となるから、本稿の分析は、法人役員を除外し、個人事業主に対象を絞ることに

よって、比較的小規模な開業者に注目していることになる。また、学生や専業主婦など

無業者または失業者から自営業者に変わった人も、対象から除外する。  

 

4.2 基本統計量  

 ３つの調査年次をプールしたサンプルの基本統計量を表１に示す。分析対象である新

規開業者（雇用者から自営業者に転じてから５年半未満の者）のサンプルサイズは２万
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人強であるが、そのうち 92%が事業の継続を希望し、転職希望は 5%、引退希望は 3%

にすぎない。以下、説明変数に関する基本統計量を雇用者（３時点合計で約 121 万人）

の基本統計量と比較する。  

 

（表１を挿入）  

 

 学歴は平均的に新規開業者のほうがやや低い。大学・大学院卒業者は新規開業者の

13%、雇用者の 17%を占める。また、新規開業者のほうが高齢者の比率は高い。若年層

（15-29 歳）の比率が新規開業者で 7%、雇用者で 22%である一方、60 歳以上の年齢層

の比率は新規開業者で 32%、雇用者では 11%に過ぎない。これは定年間際あるいは定年

退職後に自営業を開業する人が多いことを示している。女性の比率は新規開業者では

25%であるのに対し、雇用者では 45%である。既婚の比率は新規開業者（79%）におい

て雇用者（69%）より高い。世帯主は新規開業者で多く（73%）、雇用者では半分に満た

ない（47%）。これは、雇用者の中に既婚女性が多いことを示す。世帯主の配偶者は新

規開業者の 13%、雇用者の 25%を占める。また、未就学児の数は新規開業者で平均 0.23

人、雇用者で平均 0.18 人である。  

 年間事業収益の平均は、新規開業者で 235 万円、雇用者では 357 万円であり、雇用者

のほうが明らかに高い。これは日本だけでなく、欧米諸国とも共通する。三大都市圏居

住者は新規開業者の 26%、雇用者の 31%を占める。新規自営業者のうち 25%が農林漁

業、18%が対事業所サービス、13%が小売業、10%が飲食店、8%が建設業、5%が製造業

を営んでおり、農林漁業を除けば、新規自営業者の大半はサービス業に従事している。 

 以下の説明変数は分析対象の新規自営業者についてのみ計測可能なので、雇用者との

比較は行わない。前職の職位については正社員など常雇が最も多く 75%、残りは臨時・

日雇 11%、会社・団体役員 3%、自営業者 9%、その他 2%である。前職を辞めた理由の

うち、会社側の都合によるものは 10%で自己都合によるものは 23%である。また、従業

員を雇用している者は 21%である。事業継続期間はほぼ均等な分布を示している（１年

半未満 25%、１年半〜２年半 20%、２年半〜３年半 20%、３年半〜４年半 16%、４年

半〜５年半 19%）。このような分布は、分析対象の新規開業自営業者サンプルの存続バ

イアスが深刻ではないことを示唆している。もし、退出による欠落が相当に多ければ、

開業から時を経るにつれて、対象企業の数が大幅に減少するはずだからである。  

 なお、紙幅の制約により、調査年次ごとの基本統計量は割愛するが、自営業者の事業

継続意欲にも説明変数の基本統計量にも、３つの調査年次で大きな違いは見られない。 

 

5 推定結果と議論 

 ３回の調査年次のデータをプールした分析結果（全サンプル）を表２に示す。推定式
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１と２が事業を継続したいかどうかの二項プロビット分析、３から６までが「他の仕事

に変わりたい（自営業から雇用への転職）」と「仕事をすっかり辞めてしまいたい（引

退＝非労働力化）」の選択要因に関する多項プロビット分析（事業の継続希望を比較基

準とする）の結果である。二項プロビットと多項プロビットでは、比較基準が逆になっ

ているので、推定結果の符号が逆になる。推定式２、５、６は自営業者の年間事業収益

を含み、１、３、４はそれを含まない。また、二項プロビットについては限界効果、多

項プロビットについては回帰係数が示されている。カギ括弧内の数値はいずれも標準誤

差である。変数の一部に欠損値が見られるので、全体のサンプルサイズは約 20,300、そ

の４分の３（約 15,200）が男性、４分の１（約 5,000）が女性である。  

 なお、事業継続年数、前職離職理由、産業、調査年のダミー変数は分析に含まれてい

るが、煩雑を避けるために、表にはこれらの変数に関する分析結果を掲載しない。  

 

（表２を挿入）  

 

 まず、推定式１の結果をみると、大学・大学院卒業ダミーの事業継続意欲への効果は

正で統計的に有意である（ただし有意水準は低い）。大学卒業以上の学歴を持つ新規開

業者は、そうでない人に比べて、事業継続を希望する確率が 13%高い。また、前職が非

正規雇用者（臨時・日雇）であった新規開業者は、前職が正規雇用者（常雇）であった

人と比べて、事業継続を希望する確率が有意に低い。これらの結果は仮説１a，２a を

支持する。年齢の効果は明瞭ではない。女性ダミーと世帯主ダミーは事業継続意欲に有

意な負の効果を持つ。また、従業員を雇用する自営業者は、従業員を持たない自営業者

よりも、事業の継続を希望する確率が有意に高い。  

 次に推定式２の結果をみると、事業収益は事業継続意欲に有意な正の効果を持つ。大

学・大学院卒業の限界効果は事業収益を推定に加えることによって有意でなくなり、前

職が非正規雇用であるダミーの限界効果も若干低下する。これらの結果は、仮説１b，

２b を支持していると言える。それ以外は、世帯主の配偶者ダミーの効果が有意でなく

なり、いくつかの変数の効果の有意水準が若干低下した他に、大きな変化はない。  

 推定式３〜６ の多項プロビット分析の結果には、高年齢の効果が明瞭に現れている。

60 歳以上の年齢層では事業の継続に対して転職を希望する確率は低いが、引退を希望

する確率は高い。二項プロビット分析では、この両方の効果が相殺されるため、高年齢

の効果が有意に現れないのである。以上の結果は仮説３を支持する。また、学歴の効果

は、多項プロビット分析においてより明確になる。大学・大学院卒業者は、雇用者への

転職よりも自営業の継続を選好する傾向があるが、事業の継続か引退かの選択に学歴の

高さは影響しない。他方、前職で非正規雇用者であった自営業者は、正規雇用出身者と

比べて、転職志向も引退志向も強い。女性自営業者も、男性と比べて、転職志向と引退
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志向をより強く持つ。  

 女性ダミーと未就学児の数の交差項は、二項プロビットモデルでは事業継続意欲に有

意な効果がなく、多項プロビットモデルでは、予想とは逆に、転職志向を有意に高めて

いる。つまり、未就学児を抱える女性自営業者は、それ以外の女性自営業者よりもさら

に、雇用者への転職を希望する傾向が強い。この結果は仮説４を支持しない 5

 なお、表２には掲載していないが、事業継続期間、業種、前職の離職理由の違いも、

自営業者の事業継続意欲に有意に影響する。事業継続期間は、事業を継続するかどうか

の希望（二項プロビットモデル）には影響しないが、多項プロビット分析において引退

志向を有意に高める効果を示す。すなわち、開業から１年半以上を経た自営業者は、１

年半未満の自営業者よりも引退志向を強く持つ。自営業者の業種の違いも大きく、対事

業所サービス業に対して、他のほとんどの産業では自営業者の事業継続意欲が平均的に

低い。農林漁業、建設業、製造業、卸売業、対個人サービス業では、転職志向は有意で

ないが、引退志向が強い。また、会社都合により前職を離職して開業した自営業者は、

その他の自営業者よりも雇用者への転職希望を強く持つために、事業継続意欲が低いこ

とが示された。調査年次による事業継続意欲の違いは観察されない。  

。  

 次に、男女の違いを見てみよう。男性・女性の各サブサンプルを用いた推定結果を、

それぞれ表３と表４に示す。  

 

（表３、表４を挿入）  

 

 まず二項プロビット分析の結果を見ると、事業継続意欲の決定要因に関する男女の違

いが大きいことが分かる。学歴が高いほど事業継続意欲が高いのは女性についてのみ、

前職が非正規雇用であれば事業継続意欲が低いのは男性についてのみ言えることであ

る。年齢の効果については、特に女性の若年層において事業継続意欲が有意に低い。20

代後半から 30 代前半の女性は結婚・出産の時期にあるが、多項プロビット分析の結果

を見る限り、それを機会に引退（専業主婦化）する人だけでなく、パート・アルバイト

を含めて雇用者への転職を希望する人も多い。また、多項プロビット分析の結果を見る

と、60 歳以上になると男女ともに転職志向が低くなるとともに引退志向が強くなり、

両者がほぼ拮抗するが、女性については既に 40 代後半から引退志向の上昇、50 代前半

から転職志向の低下が見られる。この結果は、日本の雇用労働市場において、中高年女

性の雇用機会が強く制約されていることを示唆している。  

 さらに、事業継続意欲への既婚ダミーの正の効果は男性のみに見られるが、これは既

                                                      
5 ただし、男女別の分析結果について後述するように、女性自営業者のサブサンプルに関す

る分析結果において、未就学児数の係数はどの推定式でも有意ではない。したがって、こ

の結果は頑健であるとはいえない。  



 12 

婚男性の転職意欲が低いことに基づく。世帯主ダミーの負の効果は特に女性に当てはま

る。世帯主である女性自営業者は転職（雇用者化）を強く希望するため、世帯主でない

女性自営業者よりも事業継続意欲が低い。  

 なお、分析結果の表には掲載していない事業継続期間と前職離職理由の影響は、男女

別に見ると男性のみに当てはまる。業種による事業継続意欲の違いは男女ともに見られ

るが、そもそも男性と女性では事業を開業する業種の選択が異なる（例えば建設業で開

業するのは主に男性である）ことに注意する必要がある。  

 以上の分析結果はすべて、３つの調査年次（1992 年、1997 年、2002 年）のデータを

プールしたサンプルに基づくものであるが、それぞれの年次について同じ推定を行って

も、結果は大きく異ならない。また、事業継続期間によってサンプルを分けて分析して

も、少なくとも開業から１年半以上を経た自営業者については、ほぼ同様の結果が得ら

れた。したがって、新規開業者の事業継続意欲の要因は、分析対象期間を通じて、また

事業継続期間によらず、安定していると言える。  

 

6 おわりに 

 本稿は、『就業構造基本調査』の３回分の匿名ミクロデータを用いて、開業から５年

半未満の自営業者を対象として、事業継続を希望する要因を計量的に明らかにした。さ

らに退出希望を転職（雇用者化）希望と引退（非労働力化）希望に分け、多項プロビッ

ト分析により、両者の要因の違いを識別した。  

 本稿の研究の主な特徴と貢献は、１）企業の存続・廃業の要因を分析するのではなく、

自営業者の事業継続意欲の要因を分析したこと、２）分析の対象を、特に存続の困難な

開業初期の自営業者に限定したこと、３）自営業者の事業からの退出を転職（雇用者化）

と引退（非労働力化）に分けて分析したこと、４）公的統計のミクロデータを用いるこ

とにより、十分な代表性とサンプルサイズを確保したこと、の４点に見られる。また、

計量分析の結果、１）事業継続意欲は学歴の高い自営業者において相対的に高く、その

傾向は事業収益を一定としてもあまり変わらないこと、２）事業継続意欲は非正規雇用

から開業した自営業者において正規雇用出身者より低く、その傾向は事業収益を一定と

してもあまり変わらないこと、３）60 歳以上の高年齢層と若年層の女性において事業

継続意欲が低いこと、４）女性は男性より事業継続意欲が低く、特に未就学児をもつ女

性は雇用者への転職志向が強いこと、などが明らかにされた。また、新規自営業者の事

業継続意欲の決定要因は、他のいくつかの点でも男女で異なることが示された。しかし

おそらく、本稿の最も重要な知見のひとつは、日本の新規開業者の９割以上が事業を続

けたいと望んでいるということである。  

 近年、高齢者や女性の労働力が注目され、その活用が政策的にも支援されている。本

稿で使用した統計データによれば、分析対象期間の新規開業者の３分の１が 60 歳以上、
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４分の１が女性であり、自営業は高齢者や女性の就業の場として重要な意味を持ってい

る。しかし、本稿の分析結果が示すように、60 歳以上の開業者は引退志向を強く持ち、

また特に若年層の女性では転職・引退志向がともに強い。さらに、日本の新規開業に関

する近年の実証分析の結果は、60 歳以降の開業の成果（所得・収益水準等）がそれよ

り若い人の開業の成果より有意に低いことを示している（Harada 2003, Okamuro and 

Ikeuchi 2012）。このような結果は高齢者による開業の政策支援に疑問を呈する。  

 本稿の分析は会社形態で新規に開業された企業を対象に含めない。既存企業内での役

員昇進と法人企業の新規開業による役員就任をデータ上識別できないからである。匿名

個票データの提供範囲にはまだ含まれていないが、平成 19（2007）年調査からは調査

票から新規開設法人企業が識別できるようになった。将来の研究は、新規開設法人企業

の役員に分析を拡張することにより、さらに多くの知見を得ることができるだろう。ま

た、本稿の分析結果が新規開業の自営業者に特有のものかどうかを、業歴の長い自営業

者や雇用者の転職・引退志向の要因とどのように異なるかを検証することも、今後の重

要な課題のひとつである。  

 また、本稿の分析で外生変数として扱われている事業収益は、自営業の経営成果であ

り、開業者の人的資本等によって影響される内生変数と捉えるべきであろう（Hundley 

2000）。さらに、本稿の分析対象は調査時点で存続している自営業者であり、調査時点

で雇用者に転職または引退した人を含まないので、存続バイアスが掛かっている可能性

は否定できない 6

 

。このような問題への対処が、今後の課題として残されている。  
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